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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第66期は、潜在株式が存在するものの、

希薄化効果を有していないため記載しておりません。また、第66期第３四半期連結累計期間および第67期第

３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期 

第３四半期連結 
累計期間 

第67期 
第３四半期連結 
累計期間 

第66期 

会計期間 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成23年 
４月１日 

至平成24年 
３月31日 

売上高（百万円）  8,109  6,323  11,462

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △138  △614  126

当期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △113  △735  169

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △194  △717  153

純資産額（百万円）  8,899  8,485  9,247

総資産額（百万円）  13,982  12,737  14,071

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 

 △10.48  △68.37  15.68

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  63.5  66.5  65.6

回次 
第66期 

第３四半期連結 
会計期間 

第67期 
第３四半期連結 
会計期間 

会計期間 

自平成23年 
10月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成24年 
10月１日 

至平成24年 
12月31日 

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円） 
 △17.38  △13.03



  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。なお、平成24年７月３日開催の取締役会において、DAITO CHEMIX(CHINA)CO.,LTDの解散を決

議しております。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等もあり、景気は緩やかな回復傾

向にありますが、円高の長期化や、欧州債務危機問題に加え、新興国の成長鈍化などにより世界経済の減速が懸

念されるなど、依然として厳しい状況が続いております。 

 このような状況の中で当社グループは、コスト削減活動に全力をあげるとともに、積極的な営業活動や、次世

代感光性材料、フラットパネルディスプレイ周辺材料や機能性材料、プリンター用記録材料、医薬中間体の新製

品開発、廃棄物処理の特殊技術開発などに積極的に取り組みましたが、化成品事業、環境関連事業のいずれも売

上高は減少いたしました。 

 その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は63億23百万円（前年同四半期比22.0％減）、経常損

失は6億14百万円（前年同四半期は、経常損失1億38百万円）、四半期純損失は7億35百万円（前年同四半期は、

四半期純損失1億13百万円）となりました。   

 また、セグメント別の売上高は、化成品事業は、前年同四半期比23.6％減の52億63百万円となりました。「感

光性材料及び印刷材料」は、半導体用感光性材料、ディスプレイ用感光性材料の減少が大きく、前年同四半期比

9.5％減の39億16百万円となりました。「写真材料及び記録材料」は、イメージング材料、写真材料の減少が大

きく、前年同四半期比74.1％減の4億82百万円となりました。「医薬中間体」は、前年同四半期比43.7％増の6億

91百万円となりました。また、「その他化成品」は、前年同四半期比22.0％減の1億73百万円となりました。 

 環境関連事業の売上高は、前年同四半期比13.0％減の10億59百万円となりました。 

  

(2）事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。 

  

(3）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、6億68百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  47,900,000

計  47,900,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成24年12月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成25年２月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  11,400,000  11,400,000
大阪証券取引所 

市場第二部 
単元株式数 1,000株 

計  11,400,000  11,400,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年10月１日～ 

平成24年12月31日  
 －  11,400,000  －  2,901  －  4,421

（６）【大株主の状況】



 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

①【発行済株式】 

  

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式561株および証券保管振替機構名義の失念株式が200 

株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

（７）【議決権の状況】

  平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     648,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   10,665,000  10,665 － 

単元未満株式 普通株式        87,000 － － 

発行済株式総数        11,400,000 － － 

総株主の議決権 －  10,665 － 

  平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）  

ダイトーケミックス㈱ 

大阪市鶴見区茨田大宮 

三丁目１番７号 
 648,000  －  648,000  5.68

計 －  648,000  －  648,000  5.68

２【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 487 649 

受取手形及び売掛金 2,916 1,626 

商品及び製品 560 704 

仕掛品 1,028 1,030 

原材料及び貯蔵品 479 693 

その他 252 387 

流動資産合計 5,724 5,093 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,337 2,154 

機械装置及び運搬具（純額） 1,191 895 

土地 2,991 2,991 

その他（純額） 264 182 

有形固定資産合計 6,785 6,223 

無形固定資産 6 5 

投資その他の資産 1,555 1,415 

固定資産合計 8,347 7,644 

資産合計 14,071 12,737 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 672 561 

1年内償還予定の社債 399 399 

短期借入金 300 450 

1年内返済予定の長期借入金 265 242 

未払法人税等 23 9 

賞与引当金 167 87 

その他 637 599 

流動負債合計 2,465 2,350 

固定負債   

社債 1,597 1,397 

長期借入金 467 285 

引当金 73 88 

その他 221 129 

固定負債合計 2,358 1,900 

負債合計 4,824 4,251 



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,901 2,901 

資本剰余金 4,421 4,421 

利益剰余金 2,184 1,406 

自己株式 △349 △350 

株主資本合計 9,157 8,378 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 95 105 

繰延ヘッジ損益 2 3 

為替換算調整勘定 △21 △15 

その他の包括利益累計額合計 76 93 

新株予約権 13 13 

純資産合計 9,247 8,485 

負債純資産合計 14,071 12,737 



（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 8,109 6,323 

売上原価 7,344 6,171 

売上総利益 764 151 

販売費及び一般管理費 882 798 

営業損失（△） △117 △646 

営業外収益   

受取利息 11 10 

受取配当金 18 19 

持分法による投資利益 20 8 

受取保険金 － 21 

償却債権取立益 11 － 

雑収入 28 27 

営業外収益合計 90 87 

営業外費用   

支払利息 48 31 

社債発行費 12 － 

為替差損 30 － 

雑損失 20 23 

営業外費用合計 111 54 

経常損失（△） △138 △614 

特別利益   

固定資産売却益 － 1 

投資有価証券売却益 39 － 

特別利益合計 39 1 

特別損失   

固定資産除却損 － 38 

減損損失 － 42 

投資有価証券評価損 － 25 

その他 2 5 

特別損失合計 2 111 

税金等調整前四半期純損失（△） △100 △723 

法人税等 12 11 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △113 △735 

四半期純損失（△） △113 △735 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △113 △735 



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △66 10 

繰延ヘッジ損益 5 1 

為替換算調整勘定 △3 0 

持分法適用会社に対する持分相当額 △15 5 

その他の包括利益合計 △80 17 

四半期包括利益 △194 △717 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △194 △717 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 



会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更  

 （減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 なお、これによる当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損失に与える影

響は軽微であります。   

  

 （税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  

１ 偶発債務 

 船舶火災による訴訟の件 

 平成16年10月に地中海で発生した船舶火災に関し、当社が製造した製品を、定期コンテナ船を通じて海外に

輸送しようとしていた国際的な商社（以下「被告商社」といいます。）を被告として、平成17年10月から平成

20年２月末までに、保険会社および船会社等（以下「原告ら」といいます。）が、それぞれ東京地方裁判所に

訴訟を提起しました。 

 その後、平成19年９月から平成20年３月末までに、国内販売したメーカーとして、当社を被告とした訴額の

総額約 億円とする訴訟が東京地方裁判所に提起され、現在係争中であります。 

 被告商社の訴訟については、平成22年７月東京地方裁判所で、原告らの請求を棄却する判決がありました

が、原告らはそれを不服として、東京高等裁判所に控訴いたしております。 

 当社製品については、被告商社を通じて、既に何度も同様の海上輸送がなされてきましたが、今まで、本件

のような船舶火災を経験したことはありませんでした。現時点では、火災の具体的原因やこれに対する当社製

品の関連性などの事実関係は未だ明らかとなっておらず、被告商社および当社の法的責任などについても定ま

っておりません。また、当社としても、当社の法的責任の有無などについて十分に確認はできておらず、現時

点では本訴訟の帰結につき予測することはできません。 

 訴訟の推移によっては当社の経営成績に影響を及ぼす可能性はありますが、現時点ではその影響は不明であ

ります。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。 

  

  

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

12

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

減価償却費 百万円 812 百万円 555



 Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

配当金支払額 

  

 Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

1.配当金支払額 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報  

  

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額

および当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）  

  

（株主資本等関係）

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月27日 

取締役会 
普通株式 21 2  平成23年９月30日  平成23年12月９日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 21 2  平成24年３月31日  平成24年６月27日 利益剰余金 

平成24年10月30日 

取締役会 
普通株式 21 2  平成24年９月30日  平成24年12月７日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 （単位：百万円）

  

報告セグメント 

化成品事業 環境関連事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高  6,891  1,218  8,109

セグメント間の内部売上高又は振替高  0  43  43

計  6,891  1,261  8,153

セグメント損失（△）  △116  △13  △129

  （単位：百万円）  

利益 金額   

報告セグメント計  △129  

セグメント間取引消去  12  

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△）  △117  



Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報  

  

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額

および当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  

 （単位：百万円）

  

報告セグメント 

化成品事業 環境関連事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高  5,263  1,059  6,323

セグメント間の内部売上高又は振替高  0  33  34

計  5,264  1,093  6,357

セグメント利益又はセグメント損失（△）  △682  23  △659

  （単位：百万円）  

利益 金額   

報告セグメント計  △659  

セグメント間取引消去  12  

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失（△）  △646  

 （単位：百万円）

  化成品事業 環境関連事業 計 

減損損失  42  －  42



 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 前第３四半期連結累計期間および当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

  

 １.希望退職者の募集 

 当社は、平成25年１月18日開催の取締役会で、下記のとおり、希望退職の募集を行うことについて決議いたしまし

た。 

①希望退職の募集を行う理由 

 当社は厳しい市場環境の下、様々な施策によりコスト削減を進めてまいりましたが、今後、収益力を高め、事業体質

を強化していくためには一層の構造改革が必要と判断し、希望退職者の募集を実施することといたしました。 

②希望退職の募集の概要 

・募集人員 30名程度 

・募集期間 平成25年２月18日～平成25年２月28日 

・退職日  平成25年３月15日 

・その他   退職者は会社都合として扱い、所定退職金のほか、割増退職金等特別加算金を支給する。また、希望者に 

は、再就職支援会社を通じた再就職支援を行う。 

 なお、希望退職者募集に伴い、特別加算金と再就職支援に係わる費用が発生いたしますが、状況により変動するた

め、本施策に伴う損失額を見積もることは困難であります。 

  

 平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………21百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月７日 

 （注） 平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △10 48 円 銭 △68 37

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △113  △735

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（百万

円） 
 △113  △735

普通株式の期中平均株式数（千株）  10,844  10,751

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 

  

－  

  

－

（重要な後発事象）

２【その他】



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイトーケミッ

クス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイトーケミックス株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年２月14日

ダイトーケミックス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 坂井 俊介  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  堀  裕三  印 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半 

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成25年２月14日 

【会社名】 ダイトーケミックス株式会社 

【英訳名】 Daito Chemix Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役 執行役員社長  二 宮 榮 規 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 執行役員管理部長  永 松 真 一 

【本店の所在の場所】 大阪市鶴見区茨田大宮三丁目１番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



当社代表取締役二宮榮規および当社最高財務責任者永松真一は、当社の第67期第３四半期（自平成24年10月１日 

至平成24年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しま

した。 

特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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